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『月刊 自治研』2017年 10月号 特集「まちを興すエネルギー政策」 

1冊 762円＋税（送料込み） 注文は pub-c@jichiro.gr.jp まで 



● 

まめってぇ鬼無里太陽光発電所と有限責任事業組合薪ステーション 



● 



予測 2016 2017 予測 2016 2017 予測 2017
1月 26.7 25.7 26.5 32.2 41.2 44.9 74.8 57.1
2月 29.5 29.7 37.6 33.9 41.0 48.6 82.7 81.3
3月 32.1 32.2 35.9 34.4 40.7 48.7 90.0 90.2
4月 38.0 33.4 36.8 39.2 43.5 48.0 106.5 96.9
5月 42.6 43.0 40.6 42.9 60.9 55.4 119.4 118.8
6月 35.4 27.2 39.2 34.3 37.0 50.4 99.1 127.8
7月 39.0 29.2 37.2 38.0 37.0 50.5 109.2 130.9
8月 42.6 37.3 26.9 42.3 49.6 34.5 119.4 88.1
9月 31.3 25.8 32.7 30.9 87.5
10月 25.2 25.1 27.3 34.2 70.5
11月 23.2 19.6 26.4 27.8 64.9
12月 24.3 24.2 29.5 34.6 67.9
年 32.5 29.8 34.4 39.8 91.0

1号実績(kWh/d) 2号実績(kWh/d) 3号実績(kWh/d)

予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績

2017年4月 1,141 1,177 47,922 51,481 1,177 1,393 49,434 60,929 3,195 2,520 83,065 66,678

2017年5月 1,322 1,056 55,524 46,189 1,331 1,496 55,902 65,434 3,702 3,564 96,242 94,302

2017年6月 1,062 1,216 44,604 51,187 1,030 1,563 43,260 68,365 2,974 3,963 77,314 104,860

2017年7月 1,209 1,115 50,778 48,770 1,177 1,514 49,434 66,221 3,385 3,926 88,015 103,881

2017年8月 1,322 833 55,524 36,434 1,311 1,068 55,062 46,713 3,702 2,731 96,242 72,261

2017年9月 938 39,396 981 41,202 2,626 68,286

2017年10月 781 32,802 846 35,532 2,187 56,857

2017年11月 695 29,190 792 33,264 1,946 50,596

2017年12月 752 31,584 913 38,346 2,106 54,746

2018年1月 828 34,776 999 41,958 2,318 60,278

2018年2月 827 34,734 948 39,816 2,316 60,206

2018年3月 996 41,832 1,066 44,772 2,789 72,509

合計 11,873 5,397 498,666 234,061 12,571 7,034 527,982 307,662 33,246 16,704 864,356 441,982

売電額 発電量ｋWｈ 売電額

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績 表３ えどそら3号実績

発電量ｋWｈ 売電額 発電量ｋWｈ



 

 

 
 

●関西電力、酒田でバイオマス発電 
（2017.7.4 山形新聞） 

 関西電力は 3 日、酒田市の酒田臨海工業団地

内で、バイオマス発電事業の検討を始めたと発

表した。燃料のアブラヤシ殻や木質ペレットは

海外から輸入する想定。輸入拠点になり得る港

への近さや用地の広さなどが評価され、酒田港

にほど近い同工業団地が事業候補地に選ばれた。

発電出力約 7 万 5 千 kWを想定。事業実施の判

断、環境影響調査に入る時期などは未定。 
 

●フランス環境相が気候変動対策発表 
（2017.7.8 しんぶん赤旗） 

 フランスのユロ環境相は６日、新たな気候変

動対策を発表し、2050 年までに温室効果ガス

排出の実質ゼロを達成する方針を示した。具体

策としては▽２２年までに国内全ての石炭火力

発電所を閉鎖▽３０年までに再生可能エネルギ

ーの割合を３２％まで拡大▽４０年までに環境

負荷の高いガソリン・ディーゼル車の販売停止

―を提案している。 
 

●志摩市、太陽光発電建設を抑制 
（2017.7.15 中日新聞） 

 志摩市は 14 日、市の「再生可能エネルギー

発電設備の設置と自然環境等の保全との調和に

関する条例」に基づき、市全域を太陽光発電の

事業抑制区域に指定した。伊勢志摩国立公園が

「先導的なモデル公園」に選定された点や、県

の太陽光発電施設適正導入ガイドラインとの整

合性から判断し、普通地域も抑制区域に組み込

んだ。 
 

●大阪ガスなど「いこま市民パワー」設立 
（2017.7.19 日刊工業新聞） 

 大阪ガスや奈良県生駒市など５者は 18 日、

地域電力会社「いこま市民パワー」（小紫雅史

社長＝生駒市長）を同日付で設立したと発表し

た。市域の再生可能エネルギーを最優先で調達

し、12 月に公共施設や民間事業者、一般家庭

向けの電力小売りを始める。供給価格は 2017

年１月時点の関西電力の電気料金と比べ８％引

きで提供する。 
 

●経団連「原発の新増設方針明確化を」 
（2017.7.21 産経新聞） 

 経団連「夏季フォーラム」が２１日、閉幕し

た。エネルギー政策をめぐっては、東日本大震

災以降、多くの原発が稼働を停止し、電力料金

が高止まりして国際競争力を失っているとの認

識で一致。政府の次期エネルギー基本計画策定

の議論本格化に向け、安全が確認された原発の

再稼働と同時に、「原発の増設、新設を経団連

の方針として明確にすべきだ」との意見が出た。 
 

●柏崎市長、東電に廃炉要請 
（2017.7.26 産経新聞） 

 東京電力の小早川社長は２５日、柏崎刈羽原

発が立地する新潟県柏崎市の桜井雅浩市長、刈

羽村の品田宏夫村長とそれぞれ初めて会談した。

桜井市長は「原発が７基立地しているのはリス

クがあると周辺自治体からも指摘がある」とし

て、同原発６、７号機の再稼働を認める条件と

して、１～５号機のいずれかの廃炉計画を２年

以内に策定するよう正式に要請した。 

●東電、東北電力と送配電連携を協議 
（2017.7.31 日経新聞） 

 東京電力は東北電力と送配電事業での連携に

向けて協議する。資材の共同調達や設備の一体

運営などによるコスト削減を検討する。また、

発電量が変動する太陽光や風力発電の増加に対

応するため、お互いの水力や火力発電所を活用

し合うなど協力を提案、送配電事業で協力した

場合、年 1200 億円近くのコスト削減ができる

と試算する。今秋にも具体策をまとめる方針。 
 

●原発の新増設、明記先送りへ 
（2017.8.2 朝日新聞） 

 政府が３年ぶりに見直すエネルギー基本計画

をめぐり、焦点となっている原発の新増設につ

いて明記を見送る方向になった。原発に対する

世論の反発が根強いことなどから、新増設の表

現を盛り込むことは時期尚早との判断に傾いて

おり、既存原発の再稼働や運転期間の延長に注

力する。世耕氏は「再稼働をすれば、新増設を

想定しなくても目標達成可能だ」と強調した。 
 

●市民団体、「農家発電所」普及を支援 
（2017.8.4 日経新聞） 

 農地に太陽光発電所を設け、農業生産をしな

がら発電する「エネルギー兼業農家」というア

イデアを、山形県の市民団体「やまがた自然エ

ネルギーネットワーク」（山形県東根市、代表・

三浦秀一東北芸術工科大学教授）が広げようと

している。売電により新たな収入源を確保でき

るほか、個人へ農産物を直販する販路開拓にも

つながる可能性もある。 
 

●福島第一廃炉に税金 1,000億円超 
（2017.8.14 東京新聞） 

 東京電力福島第一原発事故の廃炉作業で、国

が直接、税金を投入した額が一千億円を超えた

ことが、本紙の集計で分かった。汚染水対策や

調査ロボットの開発費などに使われている。エ

ネ庁が公表している廃炉作業に関する入札や補

助金などの書類を分析した。国は、原発事故の

処理費用を 21 兆 5 千億円と試算、うち原則東

電負担となる廃炉費用は 8 兆円とされる。 
 

●伊藤忠系、太陽光設置先に売電 
（2017.8.20 日経新聞） 

 伊藤忠商事系の新電力会社アイ・グリッド・

ソリューションズは投資会社の環境エネルギー

投資と共同で、月内に新サービス「オフグリッ

ド電力」を始める。小売業の屋根などにパネル

を設置。その電力を設置先に実質的に売る新サ

ービスを始める。導入企業には補助金が出るこ

ともあり、ビジネスの軸足を顧客の「自家消費」

に移す。 
 

●エネルギー情勢懇談会が初会合 
（2017.8.30 毎日新聞） 

 経済産業省は３０日、長期的なエネルギー政

策を議論する有識者会議「エネルギー情勢懇談

会」の初会合を開いた。中西宏明・日立製作所

会長は、原発建設のコスト増で東芝子会社の米

原子炉メーカーが経営破綻したことを踏まえ、

「電力事業は低成長・低収益になっている」と

業界の課題を語った。懇談会は年度内に意見を

取りまとめる方針。 
 

●原発の経済規模、ほぼ半減 
（2017.8.31 産経新聞） 

 内閣府は約１０年ぶりに国内の原子力利用の

経済規模を調査し、平成２７年度ベースでは全

体で約４兆 4530 億円と、前回 17 年度の約８

兆 8527 億円からほぼ半減したとの試算をま

とめた。東京電力福島第１原子力発電所事故後

に停止した原発の再稼働が進まない影響が出た。

一方、工業、農業、医療など放射線利用分野は

４兆 3698 億円で、約 2581 億円増えた。 

●自治体の新電力参入支援 
（2017.9.5 日経新聞） 

 ＮＴＴデータ経営研究所は環境省と、地方自

治体の新電力立上げ支援事業を始めるため、一

般社団法人「日本シュタットベルケネットワー

ク」を設立した。太陽光など地域の発電所を使

った事業モデルの構築や収益計画の策定、地域

に役立つサービスの考案などを支援する。ＮＴ

Ｔデータは公共向け情報システム構築に強みを

持つ。10 以上の自治体が関心を示している。 
 

●パリ協定離脱の政権に反旗 
（2017.9.10 しんぶん赤旗） 

 米上院歳出委員会は６日、国連気候変動枠組

み条約（UNFCCC）基金への拠出金約 1 千万

ドル（約 11 億円）を充てるとする歳出法案を

賛成多数で可決した。採決は、賛成１６、反対

１４で、共和党の２議員が賛成にまわった。ト

ランプ大統領は６月、同条約の離脱を表明し、

ＵＮＦＣＣＣ基金への拠出撤退まで打ち出した

が、議会がその方針に反旗を翻した形だ。 
 

●希望の党代表、原発ゼロ表明 
（2017.9.27 東京新聞） 

 東京都の小池百合子知事は国政政党「希望の

党」の結成を表明した 25 日の記者会見で、「原

発ゼロを目指す」と表明した。原発再稼働を進

める安倍政権への対抗色を強め、脱原発を求め

る世論を取り込む狙いがありそうだ。小池氏は

同日の民放番組で「廃炉も含めて取り組む。原

発の新設は難しいと思う」と語った。原発ゼロ

に向けた工程表づくりにも意欲を見せた。 
 

●東京都のＬＥＤ交換、苦戦 
（2017.10.3 東京新聞） 

 家庭内の白熱電球とＬＥＤ電球を交換する東

京都の事業の進捗が、目標の半分以下にとどま

っている。理由は交換できる店の少なさ。小規

模な831店で交換できるが、大型店は対象外。

都には「近所に交換できる店がない」「どこで

交換できるか分からない」等の声が届いている

という。このため都は家電店の追加募集を決め、

11 月中旬から交換できる店舗を増やす方針。 
 

●被災地の電力計画断念 
（2017.10.4 テレビ朝日） 

 被災地の福島県飯館村で風力発電を計画した

飯館電力は、4 億円の事業費に対し、東北電力

から送電線の増強費として 21 億円を求められ、

事業を断念した。各地の再エネ事業者は、エネ

ルギーの地産地消を目指しているが、原発を優

先する大手電力から送電線を使わせてもらえず、

負担金を求められるケースが相次いでいるとし

ている。 
 

●「空き容量ゼロ」京大が分析すると 
（2017.10.10 朝日新聞） 

 「空き容量ゼロ」として、太陽光や風力など

の発電設備が新たにつなげなくなっている東北

地方の 14 基幹送電線が、実際は２～18.2％し

か使われていないと、京都大再生可能エネルギ

ー経済学講座の安田陽、山家公雄の両特任教授

が分析した。東北電力は送電線の増強計画を進

め、発電事業者に負担を求めているが、「今あ

る設備をもっと有効に使うべきだ」と指摘する。 
 

●原発事故訴訟、国と東電に賠償命じる 
（2017.10.10 毎日新聞） 

 東京電力福島第１原発事故当時、福島県や隣

県に住んでいた約 3,800 人が国と東電に総額

約 160 億円の損害賠償などを求めた訴訟で、

福島地裁（金沢秀樹裁判長）は 10 日、国と東

電に対し、賠償を命じる判決を言い渡した。今

回の訴訟で原告側は「原状回復」することや、

実現するまで１人月５万円の慰謝料を支払うこ

となどを求めていた。 
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環境・エネルギー 

８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 

 



 

 

福島の高校生が「みんなでエネフェス！」 
～足温ネットがファシリテーターを務めました 

足温ネット活動日誌 活
動
掲
示
板 

 

● 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック https://facebook.com/sokuonnet 




